
船橋市市民公益活動公募型支援事業実施要綱 

 

                      平成２２年１月８日 施行   協第７７号 

平成２２年８月２７日一部改正施行   協第８３号 

平成２３年９月８日一部改正施行   協第４９号 

平成２４年４月１日一部改正施行   協第１０号 

平成２６年９月１日一部改正施行   協第７２号 

                                 平成２７年９月１５日一部改正施行 協第１１３号 

平成２８年９月１５日一部改正施行 協第１１８号 

平成３０年９月１日一部改正施行 協第１１８号 

令和２年９月３０日一部改正施行 協第２４５号 

令和３年９月１日一部改正施行 協第３６０号 

令和５年９月１日一部改正施行 協第６３１号 

令和６年８月１日一部改正施行 協第６１９号 

令和６年８月１５日一部改正施行 協第６９４号 

 

(目的) 

第１条 この要綱は、市民活動団体から提案を受けた事業のうち、公益的な活動に対し支

援金を交付し、市民活動団体の活動を促進することにより、市民の福祉の増進を図るこ

とを目的とする。 

(定義) 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

⑴ 公益的な活動 市民活動団体が行う営利を目的とせず不特定多数の者への利益の増

進に寄与するための事業又は市民活動団体が市と協働により行う事業 

⑵ 市民活動団体 現に公益的な活動を行い、又は行おうとする団体 

⑶ 支援金 市民活動団体の実施する公益的な活動に対し、市が支援するために交付す

る金銭 

⑷ Ⅰ型支援金 市民活動団体が行う公益的な１つのイベント等の実施に対し交付する

支援金 

⑸ Ⅱ型支援金 市民活動団体が行う公益的な一連の活動に対し交付する支援金 

(支援対象者) 

第３条 支援金の申込みを行うことができる者は、次に掲げる要件を満たす市民活動団体

とする。 

⑴ 市内を活動区域としている団体  

⑵ 市内に事務所又は常設の連絡先がある団体 

⑶ ５人以上で組織する団体 

⑷ 定款、規約、会則等の組織の運営に関する定めを有している団体 

⑸ 適切な会計処理を行っている団体 

⑹ 継続的に活動している、又はこれから継続的に活動する団体  

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する市民活動団体は、支援金の申込み

を行うことができない。 



⑴ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを目的とする団

体 

⑵ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とする団体 

⑶ 船橋市暴力団排除条例（平成２４年船橋市条例第１８号）第２条第１号に規定する

暴力団、同条第３号に規定する暴力団員等又は同条例第７条第１項に規定する暴力団

密接関係者（以下「暴力団等」という。）並びにその統制下にある団体 

⑷ 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する公職をい 

う。以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にあ 

る者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする団体 

⑸ 団体（構成員を含む。）に課された市税を滞納している団体 

(支援対象事業) 

第４条 支援金の交付の対象となる事業（以下「支援対象事業」という。）は、次に掲げる

とおりとする。 

⑴ 同一年度内に着手し、かつ、完了する事業であること 

⑵ 市内で行われる事業であって、市民に直接サービスが届く事業であること 

⑶ 公益性が認められる事業であること 

 ⑷ 支援金の申込みを行う市民活動団体が主催する等、主体的に行う事業であること 

⑸ 主義、主張や考え方を広めるために行う事業でないこと 

⑹ 国、県、市又はそれらの外郭団体からの補助金等を受けていない事業であること 

⑺ 過去に同一又は同一とみなされる団体が、同一又は同一とみなされる事業に対して

支援の決定を受けていない事業であること（３回未満を除く。） 

⑻ 事業の効果が市の行政目的の達成に資するものであって、次のいずれかに該当する

公益的な活動であること 

ア 保健衛生、医療又は福祉の増進に寄与するもの 

イ 住民自治の向上に寄与するもの 

ウ 教育、学術、文化、芸術又はスポーツの振興や向上に寄与するもの 

エ 環境対策に寄与するもの       

オ 安全で安心な市民生活に寄与するもの 

カ 産業の振興に寄与するもの      

キ その他市長が認めるもの 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する支援対象事業は、支援金の申込み

を行うことができない。 

⑴ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを目的とする事

業 

⑵ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とする事業 

⑶ 船橋市暴力団排除条例（平成２４年船橋市条例第１８号）第２条第１号に規定する

暴力団、同条第３号に規定する暴力団員等又は同条例第７条第１項に規定する暴力団

密接関係者（以下「暴力団等」という。）並びにその統制下にある団体を利する事業 

⑷ 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する公職をい 

う。以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にあ 

る者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする事業 

 



 

 

 (支援対象経費) 

第５条 支援金の交付の対象となる経費（以下「支援対象経費」という。）は、別表１に掲

げるとおりとする。 

(支援金の交付額) 

第６条 支援金の支援率上限及び限度額は、別表２に定めるとおりとし、当該年度に交付

する支援金の総額は、予算の範囲内とする。 

(申込みの限度) 

第７条 市民活動団体は、支援の決定を受けた活動と同一又は同一とみなされる公益的な

活動について、Ⅰ型支援金又はⅡ型支援金へそれぞれ３回を超えて申込みを行うことが

できない。 

２ 前項の規定にかかわらず、Ⅱ型支援金で支援の決定を受けた活動については、Ⅰ型支

援金の申込みを行うことができない。 

(申込方法) 

第８条 支援金の申込みを行う市民活動団体の代表者（以下「申込者」という。）は、市長

が定める期日までに、船橋市市民公益活動公募型支援事業参加申込書（第１号様式。以

下「参加申込書」という。）に、次に掲げる書類を添えて、市長に申込みを行わなけれ

ばならない。 

⑴ 申込団体概要書（第２号様式又は第２号様式の２） 

⑵ 事業計画書（第３号様式） 

⑶ 収支予算書（第４号様式） 

⑷ 組織の運営に関する定め及び会員名簿 

⑸ 団体の前年度及び現年度の事業内容を確認することができる資料 

⑹ 団体の前年度の収支決算及び現年度の収支予算を確認することができる資料 

⑺ その他市長が必要と認めるもの 

２ 市長は、申込みのあった事業の目的及び内容により必要がないと認めるときは、前項

に規定する添付書類の一部を省略させることができる。 

(意見の聴取) 

第９条 前条の申込みがあったときは、必要に応じて当該公益的な活動に関係する部署の

意見を聴くものとする。 

(判定会議) 

第１０条 市長は、支援の可否を決定するに当たり、第８条に規定する参加申込に対する

支援の適否、支援金の額等について、次に掲げる事項に関して判定会議に諮るものとす

る。 

⑴ 法令等に違反していないこと。 

⑵ 目的及び内容が適正であること。 

⑶ 金額の算定に誤りがないこと。 

２ 判定会議は、船橋市市民協働推進委員会（以下「推進委員会」という。）によって運

営する。 

３ 推進委員会の組織及び運営に関する事項については、市長が別に定める。 

 (支援の決定等) 



第１１条 市長は、判定会議の結果を踏まえ、支援の可否について決定し、選考結果を船

橋市市民公益活動公募型支援事業選考結果通知書（第５号様式）により、申込者に通知

する。 

２ 市長は、前項において支援の決定を受けた市民活動団体（以下「支援決定団体」とい

う。）に対して、適正な交付を行うために必要があるときは、前項に定めるもののほか必

要な条件を付し、又は支援金の交付に係る事項を修正することができる。 

３ 支援決定団体の代表者（以下「申請者」という。）は、当該支援の決定を取り下げよう

とするときは、速やかに船橋市市民公益活動公募型支援事業取下書（第６号様式）によ

り市長に提出しなければならない。 

(支援決定等の公表) 

第１２条 市長は、前条第１項の規定により支援の決定をしたときは、支援決定団体の名

称、支援決定内容及び支援金交付予定額を公表するものとする。 

 (事業の遂行等) 

第１３条 支援決定団体は、支援の対象となった事業計画及び市長が交付の決定に付した

条件その他市長の指示に従い、支援対象事業を行わなければならない。 

２ 市長は、支援対象事業の遂行にあたり、必要があると認めるときは、当該支援決定団

体に対して必要な条件を付し、指示することができる。 

(支援金の交付の申請) 

第１４条 申請者は、市が指定する期日までに、船橋市市民公益活動公募型支援事業支援

金交付申請書（第７号様式）により、支援金の交付の申請を行わなければならない。 

２ 申請者は、前項の規定により申請するに当たって、当該支援金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額（支援対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のう

ち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として

控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に

よる地方消費税の税率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税仕入控除税額」という。）

を減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該支援金に係る消費税

仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りではない。 

３ 支援金は、支援対象事業が完了した後に交付する。ただし、Ⅱ型支援金に限り、市長

が特に必要と認めるときは、支援対象事業の完了前に支援金交付予定額の２分の１に相

当する額を交付することができる。 

４ 前項ただし書の規定により支援対象事業の完了前に支援金の交付を受けようとする申

請者は、市が指定する期日までに、船橋市市民公益活動公募型支援事業支援金前金払交

付申請書（第８号様式）により交付申請を行わなければならない。 

  (支援金の交付決定) 

第１５条 市長は、前条第１項及び第４項に規定する申請があったときは、その内容を審

査し、支援対象事業に適合すると認めたときは、その旨を船橋市市民公益活動公募型支

援事業支援金交付決定通知書（第９号様式）により通知するものとする。 

２ 市長は、前条第２項ただし書の規定による交付の申請がなされたものについては、支

援金の額の確定において当該支援金に係る消費税仕入控除税額を減額する旨の条件を付

して、交付の決定を行うものとする。 

(事業の変更等) 



第１６条 支援金の交付の決定を受けた支援決定団体の代表者（以下「支援金交付決定者」

という。）は、当該支援対象事業の計画又は２万円を超える経費の配分を変更しようとす

るときは、速やかに船橋市市民公益活動公募型支援事業変更申請書（第１０号様式）に

より市長に申請し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請があったときは、その内容を審査し、支援金の交付決定

の内容又はこれに付した条件の変更を、船橋市市民公益活動公募型支援事業変更承認通

知書（第１１号様式）により承認することができる。ただし、支援対象事業のうち既に

経過した期間に係る部分については、この限りでない。 

３ 支援金交付決定者は、当該支援対象事業を廃止しようとするときは、速やかに船橋市

市民公益活動公募型支援事業廃止届（第１２号様式）により市長に届け出なければなら

ない。 

４ 市長は、支援決定団体が次の各号のいずれかに該当するときは、第１１条第１項に規

定する支援の決定及び前条に規定する支援金の交付の決定の全部又は一部の取り消しを、

船橋市市民公益活動公募型支援事業取消決定通知書（第１３号様式）により通知するも

のとする。 

⑴ 偽りその他不正の手段により交付決定を受けたとき 

⑵ 第３条第２項第３号に規定する団体であることが判明したとき 

⑶  支援金を他の用途に使用したとき 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、支援金の交付の決定の内容若しくはこれに付した条件

その他法令等に違反したとき又は市長の指示に従わなかったとき 

５ 前項の規定は、支援対象事業について交付すべき支援金の額の確定があった後におい

ても適用があるものとする 

（補助金等の返還） 

第１６条の２ 前条第２項、第３項及び第４項の場合において、既に交付した支援金の全

部若しくは一部の返還を求めるときは、市長は、期限を定めて船橋市市民公益活動公募

型支援事業支援金返還命令書（第１４号様式）により、支援金交付決定者に通知するも

のとする。 

（加算金及び延滞金） 

第１７条 支援金交付決定者は、第１６条第４項の規定により支援金の交付決定が取り消

された場合において、支援金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る支援金の受領

の日から納付の日までの日数に応じ、当該支援金の額（その一部を納付した場合におけ

るその後期間については、既納額を控除した額）につき年１０．９５％の割合で計算し

た加算金を市に納付しなければならない。 

２ 支援金が２回以上に分けて交付されている場合における前項の規定の適用については、

返還を命ぜられた額に相当する支援金は、最後の受領の日に受領したものとし、当該返

還を命ぜられた額がその日に受領した額を超えるときは、当該返還を命ぜられた額に達

するまで順次遡りそれぞれの受領の日において受領したものとする。 

３ 第 1項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、支援金交付決定

者の納付した金額が返還を命ぜられた支援金の額に達するまでは、その納付金額は、ま

ず当該返還を命ぜられた支援金の額に充てられたものとする。 

４ 支援金交付決定者は、支援金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかった

ときは、納期日の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、その未納付額(未納付額の



一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間についてはその納付額を控除

した額)につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を市に納付しなければな

らない。 

(実績報告) 

第１８条 支援金交付決定者は、当該支援対象事業の完了後（第１６条第３項に規定によ

り支援対象事業を廃止したときを含む。）２０日以内又は当該年度末のいずれか早い日

までに、次に掲げる書類を添えて市長に報告しなければならない。 

⑴ 収支決算（精算）書（第１５号様式） 

⑵ 船橋市市民公益活動公募型支援事業実施結果報告書（第１６号様式） 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

２ 第１４条第２項ただし書の規定により交付の申請をした支援金交付決定者は、前項の

規定による実績報告を行うに当たって、当該支援金に係る消費税仕入控除税額が明らかな

場合には、当該消費税仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

(支援金の額の確定) 

第１９条 市長は、前条第１項各号に規定する書類により実績報告があったときは、その

報告に係る支援対象事業の成果が支援金の交付決定の内容及びこれに付した条件その他

市長の指示に適合するものであるかどうかを精査し、適合すると認めたときは、交付す

べき支援の額を確定し、その旨を船橋市市民公益活動公募型支援事業支援金確定通知書

（第１７号様式）により支援金交付決定者に通知する。この場合において、支援決定団

体が支援対象事業の実施のため支出したとする経費について、その使途、金額及び支出

先等の事実が領収書等の証拠書類によって明確に確認できないときは、当該経費に係る

支援金の交付は行わない。 

２ 第１４条第４項の規定に基づく前金払により支援金の交付を受けて実施した支援対象

事業で、前項における支援金の額の確定により支援金の残金が生じたときは、支援金交

付決定者は速やかに残金を市長に返還しなければならない。 

（消費税仕入控除税額の確定に伴う支援金の返還） 

第２０条 支援金交付決定者は、支援対象事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告に

より支援金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額が確定した場合（仕入控除税

額が 0円の場合を含む）は、船橋市市民公益活動公募型支援事業支援金に係る消費税及

び地方消費税の仕入控除税額報告書（第１８号様式）により速やかに、遅くとも支援対

象事業完了日の属する年度の翌々年度６月３０日までに市長に報告しなければならな

い。ただし、支援金に係る消費税の仕入控除税額を減額して実績報告を行った場合には、

この限りでない。なお、支援金交付決定が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は

一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は

本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割

合等の申告内容に基づき、報告を行うこと。また、当該支援金に係る消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を市に返還

しなければならない。 

 (支援金の請求) 

第２１条 支援金交付決定者は、支援金の請求を、船橋市市民公益活動公募型支援事業支

援金請求書（第１９号様式）により請求するものとする。ただし、第１９条第１項の規



定により算定した支援の確定額を支出する場合は、船橋市市民公益活動公募型支援事業

支援金確定通知書（第１７号様式）の添付を条件に請求書を省略することを可能とする。 

(調査又は報告) 

第２２条 市長は、支援金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、支援

金交付決定者に対して、支援対象事業の遂行に関する状況を調査し、又は報告を徴する

ことができる。 

 (成果の公表) 

第２３条 市長は、支援対象事業の成果について公表するものとする。 

２ 第１８条に基づく実績報告を行った支援決定団体は、支援金の交付の対象となった公

益活動の成果等を市民に周知するよう努めるものとする。 

(事務所管) 

第２４条 この要綱に基づく支援金に関する事務は、市民協働課が所管する。 

(補則)  

第２５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。  

附 則  

この要綱は、平成２２年１月８日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２２年８月２７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年９月８日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年９月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年９月１５日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年９月１５日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年９月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正前の船橋市市民公益活動公募型支援事業実施要綱（以下「改正前の要綱」という。）

の規定に基づく事業立上型支援金又は事業提案型支援金の交付の申請を行った事業は、

改正後の船橋市市民公益活動公募型支援事業実施要綱（以下「改正後の要綱」という。）

の規定に基づくⅠ型支援金の申込みを行うことができない。 

３ 改正前の要綱の規定に基づき事業提案型支援金の交付の申請（以下「旧申請」という。）

を行った事業に係る改正後の要綱の規定に基づくⅡ型支援金の参加申込は、旧申請の回

数と改正後の要綱の規定に基づき既に支援の決定を受けた回数とを合わせて３回を超え

た場合は、行うことができない。 

附 則 

この要綱は、令和２年９月３０日から施行する。 



  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年９月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 別表２に規定するⅠ型支援金及びⅡ型支援金の支援率上限は改正前に支援の決定を受

けていない事業に適用するものとし、改正前に既に支援の決定を受けた事業に関しては、

改正後も引き続き改正前の支援率上限を適用することする。 

附 則 

 この要綱は、令和５年９月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年８月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年８月１５日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１ 

支援対象経費（申請事業の実施に伴う経費） 

別表２ 

支援率上限及び限度額 

種別 支援対象経費総額に対する支援率上限 限度額 

Ⅰ型支援金 
1年目 2年目 3年目 

１０万 
９０％ ８０％ ７０％ 

Ⅱ型支援金 ６０％ ５０％ ４０％ １００万 

 

費目  支援対象となる経費  

報償費 講師等謝金 （Ⅰ型支援金の支援金の額は５万円を限度額とする） 

消耗品費及

び原材料費 

活動資料等の用紙代、材料費、書籍等の購入費（購入単価が１万円未満の物に限

る） 

印刷製本費 活動資料、パンフレット等の印刷費や冊子作成のための印刷製本費 

通信費 郵便料金等  

保険料 事業実施に伴い加入する保険の保険料 

使用料 事業実施に伴う施設使用料及び物品の借上費  

その他これ

らに類する

経費 

支援することが必要であると認められる経費 （Ⅱ型支援金に限る） 



（第１号様式） 

船橋市市民公益活動公募型支援事業 参加申込書 
                               年  月  日 

 船 橋 市 長 あて 

所 在 地  

団 体 名  

代 表 者 名  

  年度船橋市市民公益活動公募型支援事業として、参加を希望するので、下記のと

おり関係書類を添えて申し込みます。 

記 

１ 事業名（簡潔に記載） 

２ 支援金の申込区分 

    Ⅰ型・Ⅱ型    （同一事業として   年目） 

３ 事業の着手・完了予定期日 

着手予定：      年  月  日 

完了予定：      年  月  日 

４ 交付を受けようとする支援金の申請額 

                 円 

５ 添付書類 

⑴ 申込団体概要書（第２号様式又は第２号様式の２） 

⑵ 事業計画書（第３号様式） 

⑶ 収支予算書（第４号様式） 

⑷ 組織の運営に関する定め（定款、規約、会則等）及び会員名簿 

⑸ 団体の前年度及び現年度の事業内容を確認することができる資料 

    （任意様式/Ａ４サイズ/片面印刷/５枚以内） 

 ⑹ 団体の前年度の収支決算及び現年度の収支予算を確認することができる資料 

    （任意様式/Ａ４サイズ/片面印刷/５枚以内） 

⑺ 支援金の交付を受けようとする公益活動の内容及びその効果を説明する資料 

   （任意提出/Ａ４サイズ/片面印刷/５枚以内） 

⑻ 申込要件チェックシート （別添） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（第２号様式） 

 申 込 団 体 概 要 書（Ⅰ型用） 
 

団 体 名 
（ふりがな） 

 

連絡者氏名等 

※申込む事業の担当者を

記入してください 

（ふりがな） 

 

住所 
〒 

 

電話  FAX  

e-mail @ 

市内市外を問わず、貴団

体の公益活動の実績を記

入してください。 

※申込む事業と同様の事

業、または類似事業や

同規模の事業など、申

込む事業を実施するに

あたり実績を活かすこ

とができる公益活動が

あればその事業を記入

してください 

※チラシや写真等を添付

してください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船橋市や他団体等からの

資金助成及び委託等の実

績（過去３年程度） 
 

例） 

○○年度△△財団▼▼事業◇◇円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（第２号様式の２） 

申 込 団 体 概 要 書（Ⅱ型用） 

団 体 名 
（ふりがな） 

 

所 在 地 
〒 

 

代表者氏名 
（ふりがな） 

 

連絡者氏名等 

（ふりがな） 

 

住所 
〒 

 

電話  FAX  

e-mail @ 

団体設立年月 

及び活動年数 

   年   月設立 

年    ヵ月 （    年  月  日現在） 

会員数（構成員数）       人 

団体の目的 

 

主な活動内容 

 

船橋市や他団体等からの

資金助成及び委託等の実

績（過去３年程度） 
 

例） 

○○年度△△財団▼▼事業◇◇円 

 



 

（第３号様式） 

 

事 業 計 画 書 

 

 

事 業 の 名 称 
（簡潔に記載） 

 

支援金申請額 

①申請額           円 

②本申請事業に係る支援対象経費総額           円 

③支援率（①／②×１００）     ％    

支援金申請区分 
（丸で囲んでください） Ⅰ型 ・ Ⅱ型     （同一事業として   年目） 

事業の目的と期待さ

れる効果  

事業概要 
 

※右の各項目について、ご

記入ください 

 

事業の内容  

 

 

 

 

 
開催場所  

 

 

 
実施体制や講師など  

 

 

 
対象  

 

 

 
事業による収入の有

無（有の場合は内容） 
 

 

 

 
周知方法（チラシの

配架先や部数など） 
 

 

 

 

団体名  



 

 

 

支出

番号 

事業スケジュール 

 
※月毎の時系列で実施事項 

を記入してください 

４月   

５月   

６月   

７月   

８月   

９月   

１０月   

１１月   

１２月   

１月   

２月   

３月   

市又は他団体と協働

して実施する内容が

あればその内容と、

役割分担 

※協働の相手方が市

の場合は担当課を記

入 

 

昨年度事業との 

変更点 

※２年目以降の団体

のみ記入 

 

団体としての 

中期的な目標 

※複数年継続して事

業を実施すること

で、団体として目指

す将来像を記入 

 

 

※ 支出番号は収支予算書（第４号様式）に記入したものと一致させてください 



 

 

（第４号様式） 

収 支 予 算 書 
 

団体名  

収 入 

【区 分】 細 目 積算内訳（支援率）・備考 金額（円） 

市負担分 
Ⅰ型・Ⅱ型 

年目  
支援率   ％  

本支援事業の実施

に伴う収入 
   

団体自己負担分    

その他（    ）    

 収入合計額（Ａ）  

 

支 出 

【費 目】 

支

出

番

号 

細 目 
積算内訳 

（単価、数量、小計） 
金額（円） 

報償費 

   

    

   

消耗品費 

及び原材料費 

   

 

   

   

   

   

印刷製本費 

   

    

   

通信費 

   

    

   

保険料 

   

    

   

使用料 

   

    

   

その他これらに類

する経費 

【Ⅱ型】のみ 

   

    

   

 支出合計額（Ｂ）  



※ 収入合計（Ａ）＝ 支出合計（Ｂ）となるように記入して下さい。 

※ 支出番号は事業計画書（第３号様式）に記入したものと一致させてください  

別添 申込要件チェックシート 

 

１．申請団体について 

 

（１）「令和 6年度実施事業募集要領」の「６．団体要件」を全て満たしたうえ、支援金を申請します。 

  （船橋市市民公益活動公募型支援事業実施要綱 第３条第１項関係） 

□ 全て、満たしていることを確認しました 

 

（２）次のいずれにも該当する団体ではないことを確認のうえ、支援金を申請します。 

  （船橋市市民公益活動公募型支援事業実施要綱 第３条第２項関係） 

下記項目に該当していないことを確認のうえ、☑を記入してください 

 

□ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを目的とする団体 

□ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とする団体 

□ 船橋市暴力団排除条例（平成２４年船橋市条例第１８号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第

３号に規定する暴力団員等又は同条例第７条第１項に規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団等」

という。）並びにその統制下にある団体 

□ 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する公職をいう。以下同じ。）

の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持

し、又はこれらに反対することを目的とする団体 

□ 団体（構成員を含む）に課された市税を滞納している団体 

 

 

２．申請事業について 

 

（１）「令和 6年度実施事業募集要領」の「３．対象事業」を全て満たしたうえ、支援金を申請します。 

  （船橋市市民公益活動公募型支援事業実施要綱 第４条第１項関係） 

□ 全て、満たしていることを確認しました 

 

（２）次のいずれにも該当する事業ではないことを確認のうえ、支援金を申請します。 

  （船橋市市民公益活動公募型支援事業実施要綱 第４条第２項関係）  

下記項目に該当していないことを確認のうえ、☑を記入してください 

 

□ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを目的とする事業 

□ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とする事業 

□ 船橋市暴力団排除条例（平成２４年船橋市条例第１８号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第

３号に規定する暴力団員等又は同条例第７条第１項に規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団等」

という。）並びにその統制下にある団体を利する事業 

□ 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する公職をいう。以下同じ。）

の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持

し、又はこれらに反対することを目的とする事業 



（第５号様式）  

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業 選考結果通知書 
 

第     号 

  年  月  日 

支援決定団体名  

代表者            様 

船橋市長         印 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業として参加の申込みのあった事業について、下記の

とおり決定したので通知します。 

記 

 

支援金申込区分 Ⅰ型 ・ Ⅱ型     （同一事業として  年目） 

提 案 事 業 名  

申 込 団 体 名  

団 体 所 在 地  

代 表 者 名  

選 考 結 果  支援率  ％ 

支援金交付予定額 円（費目対象額合計      円 × 支援率  ％） 

判定会議での判定 

結果・意見 
 

備 考 

（支援の条件等） 
 

支援対象経費内訳 

費 目 金額（円） 

報償費  

消耗品費及び原材料費  

印刷製本費  

通信費  

保険料  

使用料  

その他これらに類する経費  

合 計   



（第６号様式） 

 

 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業 取下書 

 

  年  月  日 

 

 船 橋 市 長 あて 

 

所 在 地  

団 体 名  

代 表 者 名  

 

 船橋市市民公益活動公募型支援事業として支援の決定のあった事業について、取り下げ

たいので、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１．事業名称 

 

                                     

 

２．届出の理由（必要により資料を添付してください） 



（第７号様式）  

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業 支援金交付申請書 

 

  年  月  日 

 

 船 橋 市 長 あて 

 

所 在 地  

団 体 名  

代 表 者 名 ㊞ 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業として支援の決定のあった事業について、下記のと

おり支援金の交付を申請します。 

 

記 

 

事業名称 
 

支援金交付申請額               円（支援率  ％） 

支援対象経費内訳（選考結果通知書に示された費目に対する金額の範囲内） 

費 目（ 主な内容 ） 金額（円） 

報償費（                          ）  

消耗品費及び原材料費（                   ）  

印刷製本費（                        ）  

通信費（                          ）  

保険料（                          ）  

使用料（                            ）  

その他これらに類する経費（                   ）  

合 計   

 

上記の金額は（税込額・税抜額）である。 

 

 

 

 



 

※ 消費税の適用に関する事項（該当するものに☑） 

 ①  支援金交付申請額の算定 

□  消費税額を支援対象経費に含めないで支援金交付申請額を算定 

□  消費税額を支援対象経費に含めて支援金交付申請額を算定 

※ 確定申告により仕入税額控除した消費税に係る支援金相当額が確定後、「消費税仕入控除税

額報告書」の提出が必要となります（返金額０円の場合も含む）。 

 ② ①で「消費税を支援対象経費に含めて支援金交付申請額を算定」を選択した理由 

□ 免税事業者である 

□ 簡易課税事業者である 

□ 消費税法別表第３に掲げる法人等であって特定収入割合が５％を超える 

□ その他（                                   ） 

 



（第８号様式）  

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業 支援金前金払交付申請書 
 

  年  月  日 

 船 橋 市 長 あて 

 

所 在 地  

団 体 名  

代 表 者 名 ㊞ 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業として支援の決定のあった事業について、下記のと

おり支援金の交付を申請します。 

 

記 

 

事業名称 
 

支援金前金払 

交付申請額 

円 

（※支援対象経費合計     円 × 支援率  ％ × ５０％） 

前金払が 

必要な理由 

 

支援対象経費内訳（選考結果通知書に示された費目に対する金額の範囲内） 

費 目（ 主な内容 ） 金額（円） 

報償費（                          ）  

消耗品費及び原材料費（                   ）  

印刷製本費（                        ）  

通信費（                          ）  

保険料（                          ）  

使用料（                            ）  

その他これらに類する経費（                   ）  

合 計   

※ 支援金前金払交付申請額は、交付申請書に示された支援金交付申請額の２分の１に相当する額 

 

上記の金額は（税込額・税抜額）である 

 

 

 



（第９号様式）  

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業 支援金交付決定通知書 
 

船橋市指令第    号 

  年  月  日 

支援決定団体名  

代表者            様 

 

船橋市長         印 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業として支援金の交付申請のあった事業について、下

記のとおり支援金の交付を決定したので通知します。 

 

記 

 

支援金申込区分 Ⅰ型 ・ Ⅱ型      （同一事業として   年目） 

提 案 事 業 名  

申 込 団 体 名  

団 体 所 在 地  

代 表 者 名  

支援金（前金払）交付決定額 円（支援対象経費合計     円 × 支援率  ％） 

備考（支援の条件等）  

支援対象経費内訳 

費 目（ 主な内容 ） 金額（円） 

報償費  

消耗品費及び原材料費  

印刷製本費  

通信費  

保険料  

使用料  

その他これらに類する経費  

合 計   



（第１０号様式） 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業 変更申請書 

 

  年  月  日 

 

 船 橋 市 長 あて 

 

所 在 地  

団 体 名  

代 表 者 名  

 

 船橋市市民公益活動公募型支援事業として支援金の交付決定のあった事業について、変

更したいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１．事業名称 

 

                                     

 

２．変更の内容 

 

 

３．理由（必要により資料を添付してください） 



（第１１号様式） 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業 変更承認通知書 

 

  年  月  日 

 

支援決定団体名  

代表者            様 

 

船橋市長         印 

 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業として支援の決定のあった事業について、下記のと

おり変更を承認したので通知します。 

 

記 

 

１．事業名称 

 

                                     

 

２．支援金対象年月日及び指令番号 

 

       年度事業     年    月    日  船橋市指令第    号  

 

３．変更の内容 

 

 

４．承認の条件 



（第１２号様式） 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業 廃止届 

 

  年  月  日 

 

 船 橋 市 長 あて 

 

所 在 地  

団 体 名  

代 表 者 名  

 

 船橋市市民公益活動公募型支援事業として支援金の交付決定のあった事業について、廃

止したいので、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１．事業名称 

 

                                     

 

２．廃止の理由（必要により資料を添付してください） 



（第１３号様式） 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業 取消決定通知書 

 

  年  月  日 

 

支援決定団体名  

代表者            様 

 

船橋市長         印 

 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業として支援の決定のあった事業について、下記のと

おり取消を決定したので通知します。 

 

記 

 

１．事業名称 

 

                                     

 

２．取消の理由 

 

 



（第１４号様式） 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業 支援金返還命令書 

 

第     号 

年  月  日 

 

支援決定団体名  

代表者            様 

 

船橋市長           印 

 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業における支援金ついて、下記のとおり返還してくだ

さい。 

 

記 

 

支 援 事 業 等 の 名 称  

指 令 年 月 日 

及 び 指 令 番 号 

    年度事業 

年  月  日  船橋市指令第   号 

返 還 す べ き 金 額 円   

返 還 期 限 年   月   日まで   

返 還 を 命 ず る 理 由   

返 還 方 法 別添納付書による 

支援金（前金払）交付決定額 円  

支 援 金 既 交 付 額 年  月  日交付          円 

支 援 金 交 付 確 定 額 円  

 



（第１５号様式） 

  年  月  日 

収 支 決 算 （精 算） 書 

 船 橋 市 長 あて 

所 在 地  

団 体 名  

代 表 者 名 ㊞ 

事業名称                                    

【収入】 細 目 金額（円） 備考（積算内訳等） 

市支援金 
(交付決定通知書に記された支援金額の範囲内) 

  

本支援金事業の実施に伴う収入   

団体による自己負担   

その他（              ）   

収入合計額（Ａ）   

【支出】 費 目 支援対象経費額（円） 事業実績額（円） 備考（積算内訳、領収証番号等） 

報償費   

 

 

 

消耗品費及び 

原材料費 
  

 

 

 

印刷製本費   

 

 

 

通信費   

 

 

 

保険料   

 

 

 

使用料   

 

 

 

その他これらに 

類する経費 
  

 

 

 

支出合計額（Ｂ）   収入合計額（Ａ）＝支出合計額（Ｂ） 

※領収証には必ず番号を付し、本書の費目と一致するようにしてください 

添付書類 

(1) 船橋市市民公益活動公募型支援事業実施結果報告書（第１６号様式） 

 (2) 本支援金事業の実施内容がわかる資料（任意様式） 



（第１６号様式） 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業 実施結果報告書 

 

支援金の申込区分 Ⅰ型 ・ Ⅱ型     （同一事業として  年目） 

支援決定団体の名称  

支援決定団体の所在地 

 〒 

 

 電話番号 

代表者の氏名  

事業名称  

場 所  

期 間   年  月  日から    年  月  日まで 

支援金実績額 

 円 

（本支援事業に係る支援対象経費総額         円） 

実施内容 

成果の概要 
 

中期的目標

の実現に 

向けた取組み 
※目指す団体と

しての将来像

に向けて実施

した取組みや

今後の取組み

について記入

してください 

 



実施項目 
※事業実施内容  

 を時系列で記  

 入してくださ  

 い 

 

事業実施 

状況 
※活動状況のわか 

 る写真を添付し

てください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業実施時の写真 

 

 

 

（写真の説明） 

 

 

 

 

事業実施時の写真 

 

 

 

（写真の説明） 

 

 

 

 

事業実施時の写真 

 

 

 

（写真の説明） 



（第１７号様式） 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業 支援金確定通知書 

 

   第      号 

  年  月  日 

支援決定団体名  

代表者            様 

 

船橋市長         印 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業について、    年  月  日付にて提出のあっ

た報告書に基づき審査した結果、下記のとおり支援金の額が確定したので、下記のとおり

通知します。 

記 

支 援 事 業 等 の 名 称  

指 令 年 月 日 

及 び 指 令 番 号 

  年度事業 

年  月  日  船橋市指令第  号 

支援金（前金払）交付決定額 円 

支 援 金 交 付 確 定 額 円  

 
支 援 金 既 交 付 額 年  月  日交付            円 

支 援 金 未 交 付 額 円  

市 に 返 還 す る 残 金 円  

支援対象確定経費内訳 

費目内訳 金額（円） 

報償費  

消耗品費及び原材料費  

印刷製本費  

通信費  

保険料  

使用料  

その他これらに類する経費  

合 計   

 

 

 



（第１８号様式） 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業支援金に係る 

消費税及び地方消費税の仕入控除税額報告書 

 

年 月 日 

 

船 橋 市 長 あて 

 

所 在 地  

団 体 名  

代 表 者 名 ㊞ 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業として支援金の交付決定のあった事業について、下

記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 支援金交付確定額 

 

             円 

 

２ 確定申告により確定した市民公益活動公募型支援事業支援金に係る消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額（※消費税の申告義務がない場合も０円と記載すること） 

 

             円 

 

※０円の場合はその理由について☑ 

  □ 消費税の申告義務がない 

  □ 簡易課税方式による申告を行っている 

  □ 消費税法別表第３に掲げる法人等であって特定収入割合が５％を超える 

  □ その他（返還算出シートによる計算の結果、返還額が０円だった場合など） 

 

３ 添付資料 

・別添 返還額算出シート 

 （申告義務がない、簡易課税方式、消費税法別表第３に掲げる法人等であって特定収入

割合が５％を超える事業者は添付不要） 

・別添 添付書類チェック表及び該当書類のとおり 

 

 



別添 添付書類チェック表 

 

※本用紙と合わせて該当する添付書類を提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申告方式 添付書類 
提出書

類に☑ 

消費税の確定申告の義務が

ない 

〇免税事業所であることを証する書類 

【任意様式】 
□ 

簡易課税方式により申告し

ている場合 

〇消費税確定申告書（簡易課税用）（写） 
□ 

公益法人（一般社団法人、

社会福祉法人、宗教法人）

等で特定収入割合が５％を

超えている場合 

〇消費税確定申告書（写） 

〇消費税確定申告書付表２（計算表）

（写） 

〇特定収入割合を確認できる書類【任

意様式】 

□ 

課税売上割合が 95％以上か

つ課税売上高が 5億円以下

の法人等 

〇消費税確定申告書（写） 

〇消費税確定申告書付表２（計算表）

（写） 

□ 

課税売上割合が 95％未満ま

たは課税売上高が 5億円超

の法人等であって一括比例

配分方式のより消費税の申

告を行っている場合 

□ 

課税売上割合が 95％未満ま

たは課税売上高が 5億円超

の法人等であって、個別対

応方式により消費税の申告

を行っている場合 

□ 



（第１９号様式） 

 

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業 支援金請求書 
 

 

  年  月  日 

 

 船 橋 市 長 あて 

 

所 在 地  

団 体 名  

代 表 者 名 ○印  

 

船橋市市民公益活動公募型支援事業として支援金の交付決定のあった事業について、下

記のとおり支援金を請求します。 

 

記 

 

１．事業名称 

 

                                     

 

２．支援金請求額 

 

              円（支援金交付確定額           円） 

 

３．振込先 

銀行名  支店名  

預金種別 普通・当座・その他（   ） 口座番号  

（フリガナ） 

口座名義 

 

 

 

※振込先の口座名義が代表者名と異なる場合は、委任状が必要です 

 

 

 

 

 

 


